
年 月 日
〒

TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ

〒

TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ

〒

TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ

設立年月日

年 月 日
支店等設置又は県外転入年月日

年 月 日
資本金の額又は出資金の額 上記支店等設置後の状況

円 □ 兵庫県内のみ事務所等がある。
資本金等の額 □ 兵庫県以外の都道府県にも事務所等がある。

円 ⇒ 本店所在地を含む事務所所在都道府県数 （ ）

□ 有（　　　ヶ月） □ 有（　　　ヶ月）

□ 無 □ 無

　1　個人企業を法人組織とした法人（個人の事業を廃止した日： 年 月 日 ）

　2　合併により設立した法人

　3　新設分割により設立した法人 （ □ 分割型 ・ □ 分社型 ・ □ その他 ）

　4　現物出資により設立した法人 □ 適格 ・ □ その他

　5　その他 （ ）

事業主の氏名又は法人名

住所又は本店所在地（納税地）

県内の主たる事務所所在地
TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ

この届出を提出している法人 通算親法人の事業年度

□ 通算親法人 ・ □ 通算子法人
通算親法人の法人名・フリガナ

通算親法人の本店所在地 グループ通算承認日

〒 TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ 年 月 日

通算親法人の県内の主たる事務所所在地 通算親法人の税理士氏名・フリガナ

〒 TEL （ ） TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ 電子ﾒｰﾙ

備考
2　定款・寄附行為等の写し
3　グループ通算等書類の写し
4　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 本店所在地 □ その他 〒

TEL （ ）
電子ﾒｰﾙ

注意事項等 税 52239 

 ・□には、該当するものに✔を入れてください。

※法人番号は、行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律により利用が認められる県税の賦課徴収に関する事
務等の効率化などを目的に記載を求めるものです。

添
付
書
類

1　登記事項証明書（全部事項証明書）又はその写し

送付先・連絡先
□ 代表者住所

 ・平成29年4月1日以後、国税（法人税）の設立届出書等への「登記事項証明書」の添付が不要となりましたが、兵庫県では従来どおり 「登記事項証
明書」、「定款」、グループ通算を行っている場合はグループ通算等に関する書類の写しの添付が必要ですのでご注意ください。

設
立
の
形
態
等

設立の形態が2～4である場合
の適格区分

設立形態が1～4である場合の設
立前の個人企業、合併により消
滅した法人又は分割法人の状
況

関
　
与

税
理
士

グ
ル
ー

プ
通
算
制
度
の
適
用

氏
名
・
フ
リ
ガ
ナ

年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで
年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで

℡
　
　

（
　
　

）

□ 収益事業を行う

□ 収益事業を行わない □ 営利型法人 □ 収益事業を行わない

申告納付期限延長承認の有無 法人税 法人事業税

公益法人等である場合
(公益社団法人・公益財団法人、NPO法人、
 認可地縁団体、マンション管理組合法人 等)

□ 収益事業を行う 一般社団法人・
一般財団法人
である場合

□ 非営利型法人

　月　　日から　　月　　日まで

事業開始
(見込)年月日

年　　　月　　　日 □ その他　（具体的に： ）

代　表　者　住　所

県
内
の
支
店
・
出
張
所
・
工
場
等

名　　　　称 所　　在　　地

事業年度
　月　　日から　　月　　日まで

事業の種類 □ 製造業　（具体的に：　 ）

本店又は主たる

事務所所在地

兵 庫 県内 にお ける

主たる事務所所在地

兵庫県
県　民 　局 　長
県民センター長

(フリガナ)

代表者氏名

法人設立(支店等設置・県外転入)届
管理番号 決算月

( フ リ ガ ナ )

提
出
用

法 人 名

法　人　番　号

受付印

Mail
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